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二〇〇五年
労働契約法制と労働者代表制のあり方
青森雇用・社会問題研究所ニューズレター一三号
　
一六︱一七頁
二〇〇六年
労働組合
萬井・西谷編『労働法一・第三版』 （法律文化社）
　
四四︱七九頁
二〇〇六年
金子・西谷編『基本法コンメンタール労働基準法・第五版』
日本評論社
　
三二六︱三三二頁
二〇〇六年
ドイツにおける従業員代表の参加
青森雇用・社会問題研究所年報　
二〇〇六・〇七
　
四︱七頁
二〇〇七年
労働時間（一）
石田眞ほか編『ロースクール演習
　
労働法』
（法学書院）
　
一〇七︱一一三頁
二〇〇七年
組合の統制権とユニオン・ショップ協定
石田眞ほか編『ロースクール演習
　
労働法』
（法学書院）
　
一八六︱一九三頁
二〇〇七年
ドイツ・従業員代表制の特色と日本への示唆
労働調査二〇〇八年一月号
　
三〇︱四一頁
二〇〇八年
労働契約法逐条解説一一条、一二条、一三条
労働法律旬報一六六九号
　
四六︱四七頁
二〇〇八年
翻訳：ウルリッヒ・ユルゲンス＝ビエルン レムケ「ドイツの労使関係制度に対する欧州統合の影響」
清水耕一編『地域統合』大学教育出版　
五八︱八四頁
二〇一 年
1058
二五八
『ドイツの従業員代表制と法』の補足
労働法律旬報一七三二号
　
三九︱四一頁
二〇一〇年
労働基準法三八条の三、同三八条の四
西谷・野田・和田編『新基本法コンメンタール労働基準法・労働契約法』 （日本評論社）
　
　
一五一︱一五九頁
二〇一二年
労働組合
名古道功・吉田美喜夫 根本到編 『労働法Ⅰ』（法律文化社）
　
四四︱八〇頁
二〇一二年
有期雇用法制改革と大学教職員
全大教時報三六巻四号
　
一︱二〇頁
二〇一二年
支配介入と使用者への帰責
土田道夫・山川隆一編『労働法の争点』 （有斐閣）
　
二一六︱二一七頁
二〇一四年
ドイツにおける 調整
日独労働法協会会報一五号
　
三︱二二頁
二〇一四年
経費援助の慣行破棄をめぐる法律問題
岡山大学法学会雑誌六四巻一　
四九︱五五頁
二〇一四年
大学教員への年俸制適用
全大教時報三八巻四号
　
一三︱三〇頁
二〇一四年
ドイツにおける雇用調整
労働調査二〇一五年五月
　
四︱八頁
二〇一五年
資料・ドイツ民間企業における人事評価事例
岡山大学法学会雑誌六六巻一号　
二三五︱三二二頁
二〇一六年
ドイツの人事評価
労働調査二〇一七年一月号
　
一八︱二一頁
二〇一七年
1059
二五九
